
　「
グ
ラ
ン
ド
デ
ザ
イ
ン
答
申
」
に
基

づ
き
文
科
省
が
提
言
す
る
、
地
域
課
題

解
決
の
た
め
の
連
携
モ
デ
ル
で
あ
る

「
地
域
連
携
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
」
と

大
学
間
の
連
携
を
促
進
す
る
し
く
み
で

あ
る
「
大
学
等
連
携
推
進
法
人
」。
同

省
で
は
さ
ら
な
る
各
地
で
の
構
築
を
促

す
べ
く
、
構
築
・
運
用
の
手
引
き
と
し

て
前
年
10
月
に
「
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
」
を

策
定
し
た
【
図
表
１
】。

　
策
定
に
向
け
て
の
議
論
が
行
わ
れ
た

中
教
審
・
大
学
分
科
会
で
は
、「
地
域

の
総
合
計
画
や
将
来
像
に
大
学
へ
の
言

及
が
ほ
ぼ
な
い
」「
多
く
の
自
治
体
に

大
学
を
所
管
す
る
部
署
が
な
い
。
デ
ー

タ
も
収
集
さ
れ
て
お
ら
ず
、
地
域
に
お

け
る
高
等
教
育
の
役
割
は
自
治
体
に
認

識
さ
れ
て
い
な
い
に
等
し
い
」
と
い
っ

た
課
題
が
指
摘
さ
れ
た
。
こ
れ
ら
を
ふ

ま
え
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
は
、提
言
の
背
景
、

構
築
の
意
義
か
ら
、
準
備
・
運
営
体
制

や
取
り
組
み
内
容
と
そ
れ
ら
の
例
、
各

地
域
で
の
議
論
の
基
と
な
る
デ
ー
タ
集

（
参
考
資
料
）
ま
で
収
録
。
策
定
の
通

知
は
大
学
の
ほ
か
、
全
国
自
治
体
の
首

長
や
各
種
経
済
団
体
に
も
送
ら
れ
た
。

　
地
域
連
携
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
の
意

義
は
、「
各
主
体
が
個
別
に
取
り
組
ん

で
い
た
地
域
課
題
に
対
し
て
一
体
的
に

取
り
組
め
る
」
こ
と
に
あ
る
。
そ
の
た

め
に
大
学
は
、
従
来
の
公
開
講
座
を

は
じ
め
と
し
た
「
地
域
貢
献
型
」
の

連
携
で
は
な
く
、
地
域
の
ニ
ー
ズ
に

対
し
て
教
育
・
研
究
を
「
社
会
実
践
」

に
つ
な
げ
る
連
携
へ
と
発
想
の
転
換
が

求
め
ら
れ
よ
う
【
図
表
２
】。
こ
の
よ

う
な
形
で
の
連
携
活
動
は
、
大
学
の
経

営
面
で
も
メ
リ
ッ
ト
が
あ
る
。

　
分
科
会
で
好
事
例
と
さ
れ
た
「
め
ぶ

く
。
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
前
橋
」
は
、

大
学
の
あ
る
ま
ち
づ
く
り
を
強
く
意
識

し
た
前
橋
市
が
形
成
を
主
導
。
市
、
商

工
会
議
所
、
参
加
６
大
学
が
、
学
生
の

転
出
超
過
な
ど
の「
課
題
」、ま
ち
や
人
、

学
生
を
幸
せ
に
す
る
「
目
的
」
を
共
有

し
て
い
る
。
大
学
に
は
、
取
り
組
み
を

市
の
媒
体
で
広
報
し
て
も
ら
え
た
り
、

６
大
学
合
同
で
説
明
会
を
開
催
で
き
た

り
と
多
く
の
利
点
が
生
ま
れ
て
い
る
。
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堀家健一
ほりいえけんいち●2011年文部科
学省入省、大臣官房政策課に着任。文
化庁長官官房政策課、初等中等教育
局初等中等教育企画課専門職などを
経て、2020年より現職。

――これまでの連携施策の成果と課題は？
　ＣОＣ＋や私立大学等改革総合支援事業によっ
て、全国各地にプラットフォームが形成され、組織的
な基盤はできました。ただ、支援終了後も精力的に活
動しているところがある一方で、効果的な活用がなさ
れず形式的な連携にとどまったり、支援終了とともに
活動を終えたりしたところも少なくないと聞いていま
す。連携が生むメリットを十分に実感できなかったの
かもしれませんし、恒常的な体制にまで至らなかった
のかもしれません。今後は補助金による政策誘導だ
けでなく、各連携体がお金、人、データ等を出し合い、
自分たちのために活動するフェーズに来ていると考え
ています。

――大学経営にとって連携のメリットとは？
　何はさておき、教育・研究の充実でしょう。学修者
本位の教育を行うためには時代に合わせて教育を変
えていく必要があります。しかし、変化の激しい時代の
中で、一大学でそれを実現するのは困難です。また、
学外とのコミュニケーションや協働を通して、自学の
強みに気づく大学は少なくありません。特色の強化
が、自学の存在意義を際立たせ、人口減少時代の中
で強い経営基盤をつくることにつながります。

――連携にあたってまずやるべきことは？
　地域のニーズを把握することでしょう。従来型の地
域連携は社会貢献の意味合いが強く、公開講座の
提供、地域での実習や学生のボランティア派遣など、
既存のリソースの一部を地域に“差し出す”ものが主
でした。今後必要なのは社会実践、つまり、地域と同
じ目線で共に課題に立ち向かい、教育・研究の成果

を使って具体的な変化を起こすことです。そのために
は地域の事情を詳しく知る必要があります。

――地域連携プラットフォームへの期待は？
　まさに大学が地域のニーズを把握する場、情報や
リソースを共有する場、課題やビジョンについて日常
的に議論する場になってほしいと思っています。その
ため、プラットフォームには大学だけでなく自治体や企
業もぜひ参画していただきたい。大学と組むメリットを
自治体や企業にも知ってもらうべく、「大学による地
方創生の取組事例集」を作成しました。取り上げた
約40の事例にはそれぞれ、自治体や企業向けに、大
学の力を活用するためのヒントを付けています。また
巻末に、国の支援制度について、文部科学省以外
のものも含めて紹介するページを設けました。

――大学等連携推進法人への期待は？
　教育の充実です。自学にない科目を他大学と共有
し合えば、小規模な地方大学でも複合的な学びを提
供できます。教養科目も拡充できるほか、例えば、極
端な話ですが芸術系と福祉系の大学が組み、芸術
の力で地域高齢者の生活の質を高めるといった展
開も考えられるでしょう。プラットフォームで自治体、産
業界と議論をすれば、互いの特色を生かした地域課
題解消の取り組みを設計しやすくなります。

――今後の大学に望むことは？
　コロナの影響でテレワークが普及し、ビジネスには
地方分散の風が吹いています。高校生の地元志向
が強くなった今は、大学にとって、地方創生の中核を
担うチャンスではないでしょうか。地域連携プラット
フォームや大学等連携推進法人は、その実現のため
のツールとなり得ます。また、厳しい経営環境の中で
も他大学と力を出し合うことで、充実した教育・研究を
持続しやすくもなります。国の意向を受けてではなく、
大学自らが創意工夫を凝らして学修者本位の取り組
みを進めることを後押しするためのさまざまなシステム
づくりを、今後も行っていきます。

地域のニーズを把握し
地域や時代に応じた教育を

取材・文／児山雄介撮影／坂井公秋

地域と共に創意工夫を行う
大学の取り組みを促すシステムづくり

文科省に聞く！
文部科学省 高等教育局
高等教育企画課 高等教育政策室
室長補佐（併）大学評価専門官 文 科省 の 連 携 施 策

地
域
課
題
に
一
体
的
に
取
り
組
む

「
地
域
連
携
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
」

特集  地域、企業、大学間、高校…連携、その先は。

こ
れ
か
ら
の
連
携
事
業
で
求
め
ら
れ
る
こ
と
は
？

|
|
「
社
会
貢
献
」か
ら「
社
会
実
践
」へ
と
発
想
の
転
換
を

（左）地域連携プラットフォーム構築に関するガイドライン
https://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/platform/mext_00994.html

（右）大学による地方創生の取組事例集
https://www.mext.go.jp/a_menu/01_d/chihoujirei.html

＊文部科学省「地域連携プラットフォーム構築に関するガイドライン」や取材内容を参考に編集部で作成 

＊文部科学省「地域連携プラットフォーム構築に関するガイドライン」より編集部でまとめ 

【図表1】「地域連携プラットフォーム構築に関するガイドライン」のポイント

体制 運営 何をするか

□地域によって最適な単位を
　対象地域
□大学等、地方公共団体、
　産業界等が組織的に関与
□各トップだけでなく、
　実行の中核となるミドル層、
　キーパーソンも参画

□恒常的な運営体制の構築
□コーディネート、事務局機能の運営への
　既存のネットワーク等の活用
□議論の場、企画立案、実行組織等の
　構成と役割を明確にした組織体制
□多様な財源を活用（参画組織からの会費、
　国等のＰＪ予算、企業版ふるさと納税等）

□共有する（例：地域社会のビジョン、理解の促進／
　地域の現状・課題と将来予測等）
□議論する（例：共通の目標、方向性／行動計画、地域課題の解決策／
　地域の高等教育のグランドデザイン等）
□実行する（例：地域課題解決型の実践的な教育ＰＪの提供／産業振興、
　イノベーションの創出／大学等の域内進学率や域内定着率の向上策／
　外国人留学生受入れや社会人向け教育プログラムの開発等）

大
学
分
科
会
で
指
摘
さ
れ
た

地
域
連
携
の
課
題

【図表2】地域連携におけるプラットフォームの意義

体制

目的

具体的な取り組み

社会貢献の一環 教育・研究の社会実践

公開講座や学生のボランティア活動など 地域ニーズに合った人材育成や地域課題を解決する研究活動など

各自で
課題解決に
取り組む

産官学が一体的に
課題解決に
取り組む

地方公共
団体 大学等 産業界等

地域課題解決 地域課題解決

プラットフォーム

地方公共
団体 大学等 産業界等

連
携
が
大
学
に
も
た
ら
す

経
営
面
の
メ
リ
ッ
ト



　
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
と
並
ぶ
も
う
一

つ
の
連
携
の
枠
組
み
が
「
大
学
等
連
携

推
進
法
人
」だ
。
こ
れ
を
活
用
す
る
と
、

①
国
公
私
立
の
枠
組
み
を
越
え
て
、②

人
的
・
物
的
リ
ソ
ー
ス
を
共
有
し
、③

教
育
研
究
機
能
の
強
化
や
大
学
運
営
の

効
率
化
を
推
進
す
る
こ
と
が
で
き
る

【
図
表
３
】。
法
人
格
を
有
す
る
ガ
バ
ナ

ン
ス
の
効
い
た
連
携
を
、
各
法
人
の
独

立
性
を
維
持
し
た
ま
ま
推
進
で
き
る
点

が
特
徴
だ
。

　
ま
た
、
大
学
等
連
携
推
進
法
人
と
し

て
認
定
さ
れ
る
と
、「
教
学
上
の
特
例

措
置
」
が
適
用
さ
れ
る
。
そ
の
１
つ
目

が
「
連
携
開
設
科
目
」。
法
人
に
参
画

す
る
他
大
学
の
授
業
科
目
を
「
自
ら
開

設
し
た
科
目
」
と
見
な
し
、
30
単
位
を

上
限
に
卒
業
要
件
単
位
と
し
て
認
め
る

措
置
だ
。
通
常
は
、
卒
業
に
必
要
な
科

目
は
全
て
自
学
で
開
設
す
る
こ
と
が
原

則
で
、
他
大
学
と
単
位
互
換
を
行
う
際

も
、
同
等
の
科
目
が
自
学
に
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
。
し
か
し
、
連
携
開
設
科
目

は
そ
の
必
要
が
な
く
、
純
粋
に
科
目
の

バ
リ
エ
ー
シ
ョ
ン
を
相
互
補
完
に
よ
り

「
教
学
上
の
特
例
措
置
」で

豊
か
な
学
び
の
実
現
へ

増
や
せ
る
。
多
様
な
科
目
が
必
要
な
教

養
教
育
や
教
職
課
程
、
語
学
学
修
等
、

ま
た
新
た
に
科
目
開
設
が
求
め
ら
れ
て

い
る
デ
ー
タ
サ
イ
エ
ン
ス
教
育
等
で
の

活
用
が
期
待
さ
れ
る
。

　
特
例
措
置
の
２
つ
目
は
共
同
教
育
課

程
の
規
制
緩
和
。
２
大
学
が
一
つ
の
教

育
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
運
営
す
る
際
、
通
常

は
両
大
学
の
科
目
を
最
低
31
単
位（
医
・

歯
学
部
は
32
単
位
）
ず
つ
履
修
し
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
が
、
こ
れ
を
最
低
20
単

位
ま
で
引
き
下
げ
る
こ
と
が
で
き
る
。

　
ち
な
み
に
こ
れ
ら
の
特
例
措
置
は
、

大
学
等
連
携
推
進
法
人
だ
け
で
な
く
、

同
一
法
人
内
で
緊
密
な
連
携
が
確
保
さ

れ
て
い
る
大
学
間
に
も
適
用
さ
れ
る
。

　
な
お
こ
れ
ら
特
例
措
置
に
よ
る
教
育

の
質
の
低
下
を
防
ぐ
た
め
、
法
人
に
参

画
す
る
大
学
は
、「
教
学
上
の
連
携
を

図
る
意
義
・
目
標
、
実
施
計
画
等
」
を

届
け
出
る
こ
と
と
な
っ
て
い
る
。
連
携

開
設
科
目
の
設
置
に
あ
た
っ
て
は
「
教

学
管
理
体
制
（
大
学
間
で
授
業
内
容
や

授
業
計
画
、
成
績
評
価
の
基
準
等
を
協

議
、調
整
す
る
場
）
を
構
築
す
る
」「
科

目
名
、
授
業
計
画
、
成
績
評
価
の
基
準

等
の
情
報
を
公
表
す
る
」
等
の
義
務
が

あ
る
。
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山田 徹
やまだとおる●1983年山梨医科大学

（現山梨大学）採用。産学官連携・研究
推進部課長、医学部事務部長、学長補
佐などを経て、2021年より地域人材養
成センター副センター長、地域大学連携
推進室長。（一社）大学アライアンスや
まなし事務局長を兼務。

――大学間連携をめざした背景は？
　本学（山梨大学）と山梨県立大学が設立した「一
般社団法人大学アライアンスやまなし」は、全国初
の、また現時点で唯一の大学等連携推進法人です。
　連携をめざした背景には、大学に対する期待の拡
大、特に教育内容の多様化への期待があります。予
算の増加が望めない状況で、複雑化する社会ニーズ
への対応や、データサイエンス教育の充実などの要
請に単独で応えるのは難しいと考えています。
　連携先は、地域貢献という同じ目的を持ち、分野を
補完し合ってwin-winの関係を築きやすく、距離や規
模感も近いことから、山梨県立大学が最適だとの結
論に至り、両者での協議をスタートしました。

――なぜ大学等連携推進法人制度の利用を？
　両大学の独立性を維持しつつ、ガバナンスを効か
せて教育研究の強化が図れるからです。連携では、
学生にメリットがある「学生ファーストの連携」、お互い
にwin-winになる「対等な関係」を重視しています。法
人格を有するため意思決定プロセスが明確で裏付け
となる予算も持てる点や、教学上の特例措置を受け
られる点、統合ではないので両者の文化を尊重した
連携が可能な点などを評価して利用を決めました。

――法人設立までの準備期間は？ 
　大学職員にとって一般社団法人の設立は未知の
仕事で、大学の業務と並行するのは容易ではありま
せんでした。それでも両大学の執行部が危機感を共
有して取り組んだことにより、準備委員会発足から半
年で設立できました。連携事業の実績を積み重ねる
中、本年２月に国の制度が整い、３月10日に申請、同
月29日に認定を受けました。

――連携開設科目の設置状況は？
　本年は教養科目を中心に、本学からは38科目を、

県立大学からは15科目を出し合う形で開始していま
す【図表４】。科目の構成には両大学の要望が反映
されており、本学からは人文社会学系を、県立大学か
らは理系、健康科学系の要望を双方に出していま
す。相手方の大学の科目は主にオンラインで受講し
ており、本年度は両大学で延べ1787人の学生が前
期の連携開設科目を履修しています。

――両大学で重なる分野での連携状況は？
　重複しているのは、幼児教育と看護の２分野です。
これらの分野では、互いにリソースを提供し合い、そ
れぞれの課程の価値をより高める活動に取り組んで
います。例えば本学のキャンパスには県の教育委員
会が前年10月に開設した「やまなし幼児教育セン
ター」があります。この施設の運営に県立大学と共に
協力して当たり、研修や研究を協働で進めています。
また看護分野では、各々の強みや特色を考慮して、
専門科目の相互提供や共同開設などに取り組んで
いきます。

――今後の展望は？
　運営体制が確立し、連携開設科目の履修も順調
にスタートしました。今後は教学上の特例措置の活
用に視点を移して、一歩進んだ議論をしていきます。
６つのワーキンググループ（教養教育、看護教育、幼
児教育、教職課程、社会科学・地域貢献、管理運
営）において、それぞれ新たな連携事業を検討してい
るところです。
　他大学に対しても門戸は開きますが、まずは本制
度の先駆者として２大学で実績を積み重ねることに
力を入れます。制度の認定を受けた法人がメリットを
感じられる先例を築くことが、後に続く大学を生むもの
と考えています。

win-winの関係を構築し
学生ファーストの連携をめざす

連携開設科目を53科目開講
今後も特例措置を積極的に活用

「大学アライアンスやまなし」に聞く！
（一社）大学アライアンス
やまなし事務局長
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【図表3】大学等連携推進法人制度の概要

特集  地域、企業、大学間、高校…連携、その先は。

大
学
等
連
携
推
進
法
人
制
度
を
利
用
し
た
理
由
は
？

|
|
両
大
学
の
カ
ラ
ー
を
残
し
つ
つ
、

　
　共
に
環
境
変
化
に
対
応
す
る
た
め

【図表4】山梨大学と山梨県立大学の連携開設科目の一例

（一般社団法人）○○地域大学ネットワーク機構

理事会 社員総会 大学等連携推進
評議会

大学等連携推進方針

大学等連携推進業務（例）

法人の業務を
執行

「社員」として参画 「社員」として参画 「社員」として参画 「社員」として参画

参加法人（大学を設置する者）

・意見具申
・業務の実施
 状況の評価

法人に関する重要事項の
決議法人の業務執行の決定

（理事３人以上、監事１人以上、
代表理事１人）

※学識経験者、産業界等で構成

※全学的な参画に限らず学部単位、学位プログラム単位での参画も可能

文
部
科
学
大
臣

※法人には、毎事
業 年 度 終 了 後に
事 業 報 告 書や 計
算書類等の提出・
公表を求める

①申請

②認定

（例）国立大学法人

国立大学

（例）公立大学法人

公立大学

（例）学校法人

私立大学
・研究開発法人
・高等専門学校
・関係自治体
                  など

●連携開設科目の開設、連携開設科目を活用した教職課程の共同設置、
   共同教育課程（共同学位）での各大学修得単位数の引き下げ　など

●教育機能の強化：大学間における教学上の連携に係る管理（協議の場の運営等）
●研究機能強化：産学連携・地域との協働に関する事業の共同実施、研究施設の共同管理、知的財産の共同管理
●運営効率化：ＦＤ・ＳＤの共同実施、事務の共同実施、物品・ソフトウェアの共同調達

●連携の推進を図る意義、大学等連携推進業務に関する事項
●連携開設科目の開設・共同教育課程の編成（大学間の役割分担含む）などの連携内容とその目標　など

大学等連携推進法人における
教学上の大学間連携

「医療の最先端」「人体の生命科学」「ワインと宝石」

「データサイエンス入門」「自然災害と都市防災」など38科目

「人間と文化」「生と幸福」「社会と法」「災害支援」

「生活環境論」「人間と芸術－文学」「国際協力」など15科目

山梨大学 山梨県立大学

評議会の設置は任意

＊文部科学省資料より 
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